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第 1 章 詳細計画策定調査の概要 

1 －	1 背 景 

タイ王国（以下、「タイ」と記す）では、近年、エネルギー需要が年率約 4	～	5 ％で成長し、国内

でのエネルギー供給量やエネルギー輸入依存度の増加が見込まれていることから、経済負担や温室効

果ガス排出量の増大が懸念されている。この対策の一環として、化石燃料を代替する燃料の利用が促

進されており、すべての燃料に占めるバイオ燃料の割合を高めることが喫緊の課題1となっている。

他方で、従来のバイオ燃料では、可食系資源を利用した際の穀物市場の混乱等の課題があった。また、

農業国であるタイでは、豊富に賦存する農産副産物や加工残渣などの非可食系バイオマスからバイオ

燃料を生産することに取り組んでいるが、バイオエタノールやバイオディーゼルは、対象資源が限ら

れ、既存石油系燃料と品質や利用特性も異なることから普及障壁に直面している。 

当該国政府はバイオ燃料の効果的な活用を推進すべく、2015 年に改定した“Alternative Energy 

Development Plan”（代替エネルギー開発計画（AEDP））において、総燃料に占めるバイオ燃料の割合

を 2036 年までに 25％まで高める目標を掲げている。 

かかる状況のもと、本事業では、当該国に豊富に賦存するバイオマス資源から各種バイオ燃料・化

学品（軽油・ガソリン・メタノール・LPG）を製造する技術の開発を行う我が国の技術を活用した熱

化学的変換（C1 化学）2による「先進バイオ燃料」を開発し、かかる技術を国内へ普及、促進するこ

とを目指すものである。 

  

1 －	2 調査の目的 

プロジェクトに関する現状把握、情報収集を行い、カウンターパート（Counterpart：C/P）となる

チュラロンコン大学（Chulalongkorn University：CU）、タイ石油公社（Petroleum Authority of Thailand：

PTT）、北部再生可能エネルギー（株）（Northern Renewable Energy Co.：NRE）等、タイ国関係機関と

プロジェクト実施の妥当性、プロジェクトの目的、内容、実施体制について協議し、協議議事録

（Minutes of Meeting：M/M）をまとめることを目的とする。 

 

1 －3 調査団の構成 

 氏名 分野 所属 

1 林  宏之 総括／団長 JICA 産業開発・公共政策部 参事役 

2 川俣 大和 協力企画 
JICA 産業開発・公共政策部  

資源・エネルギーグループ第一チーム 調査役 

3 松本  彰 評価分析 A&M コンサルタント有限会社 代表取締役 

4 椿  範立 研究代表 富山大学大学院理工学研究部 教授 

5 神本 正行 研究総括 科学技術振興機構(JST)研究主幹 弘前大学学長特別補佐

6 上坂 圭介 研究評価 JST 国際科学技術部 主任調査員 

                                                        
1 2015 年時点での総燃料に占めるバイオ燃料の割合は 6.65％（Alternative Energy Development Plan in 2036） 
2 合成ガス（水素と一酸化炭素の混合ガス）やメタン、メタノール等の炭素数 1 の化合物を原料に用いて、炭素数 2		以上の化合物

を合成する技術。原理上、炭素を含むあらゆる資源が利用できることから、バイオマスをはじめとする多くの有機資源が原料と

なる。 
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1 －	4 調査日程（2016 年 9 月 5 日～16 日まで。） 

 

 

1 －	5 主要面談者 

（1）タイ側関係者 

1）チュラロンコン大学（Chulalongkorn University：CU） 

・ブンディット大学長（学長 Dr. Bundhit Eua-arporn) 

・ポルキット教授（理学部 学部長 Dr.Polkit Sangvanich) 

・ティラユット教授（理学部 副学部長、化学学科教授 Dr.Tirayut Vilaivan) 

・タラポン教授（化学技術学科併設：サラブリ・バイオマス燃料エネルギーセンター長）（元同

大学副学長兼理学部化学技術学科長 Prof. Dr. Tharapong Vitidsant) 
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・プラサート准教授（理学部化学技術学科長 Asst. Prof. Dr. Prasert Reubroycharoen） 

・プラパン准教授（理学部化学技術学科 Dr. Prapan Kuchonthara） 

・チャワリット准教授（理学部化学技術学科 Dr. Chawalit Ngamcharussrivichai） 

・ナピダ准教授（理学部化学技術学科 Dr. Napida Hinchiranan) 

・シラックス准教授（理学部化学技術学科 Dr.Sirilux Poompradub) 

・ルンラヴィー（理学部化学技術学科 Dr.Rungravie Phienluphon） 

2）サラブリ・バイオマス燃料エネルギーセンター 

・シルチャイ工場長（Mr.Sirichai Ratanavaraha, Plant Manager, “Biomass Center”, CU） 

3）タイ石油公社技術研究所（Petroleum Authority of Thailand Research and Technology Institute：PTT 

RTI） 

・タナ主任研究員（Dr.Thana Sornchamni, Process Technology Department） 

・スパワット研究員（Dr.Supawat Dechparot Process Technology Department) 

・スティポン主任研究員（Mr.Suttipong Tunyapisetsak, Researcher, Petroleum Products and Alternative 

Fuels Research Department) 

・スチャダ研究員 

（Dr. Suchada Butnark, Petroleum Products and Alternative Fuels Research Department) 

・コンタープ研究員 

（Dr. Kornthape Prasirtsiriphan, Petroleum Products and Alternative Fuels Research Department) 

4）北部再生可能エネルギー（株）（Northern Renewable Energy Co.：NRE） 

・パチャリ代表取締役（Mr. Phatchari Nitsiriphat, CEO/NRE） 

5）NRE 社プラント工場 

・ジャル（Mr, Jaru Natakaranakul, Process Engineer, Ayutaya Plant, NRE） 

・プラモート（Mr. Pramote Inthanee, Production Manager, Ayutaya Plant, NRE） 

・チュラウィット（Mr. Tullawit Wongsed, Production Assistant Manager, Ayutaya Plant, NRE） 

 

（2）日本側関係者 

1）プロジェクト専門家／研究者 

・米山嘉治  富山大学大学院理工学研究部 准教授 

・渡邉庸雄  一般財団法人石炭エネルギーセンター 部長代理 

・関 浩幸  JX エネルギー株式会社中央技術研究所 フェロー 

・池田ワランチット 富山大学工学部 

2）JICA タイ事務所 

・田中啓生  所 長 

・柳内将成  次 長 

・大塚高弘  所 員 

・宮下陽二郎  企画調査員 

・スパポーン 所員（Ms.Supaporn La-Ngao, Program Officer） 

3）国立研究開発法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST） 

・小林義英  シンガポール事務所 バンコク駐在員 
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第 2 章 調査結果の要約 

2 －	1 協力の背景・必要性の確認 

我が国政府の対タイ王国国別援助方針（2012 年 12 月）では、援助重点分野として「持続的な経済

の発展と成熟する社会への対応」、開発課題として「研究能力向上・ネットワーク強化」を掲げ、そ

の中で「研究能力向上・ネットワーク強化」を協力プログラムとしても掲げており、本事業はこの方

針に合致する。また、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）ゴール 7「万人の

ための利用可能で、安定した、持続可能で近代的なエネルギーへのアクセス」、及び 13「気候変動と

その影響への緊急の対処」に貢献すると考えられる。 

 

2 －	2 プロジェクトの概要 

（1）地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for Sustainable 

Development：SATREPS）スキームに関する説明 

タイ側関係者に対し、改めて SATREPS 事業の概要及び実施にあたっての留意点を説明し、ス

キームへの理解に齟齬がないことを確認した。 

 

（2）実施体制の確認 

以下の実施体制をタイ側関係者と確認した。 

1）タイ側実施体制 

研究代表機関：チュラロンコン大学 

共同研究機関： PTT、NRE 

その他関係機関：エネルギー省代替エネルギー開発・効率局（Department of Alternative Energy 

Development and Efficiency：DEDE）、エネルギー政策・計画局（Energy Policy 

and Planning Office：EPPO）を合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：

JCC）やセミナー等に招待することを確認。 

2）日本側実施体制 

研究代表機関：国立大学法人富山大学 

共同研究機関：一般財団法人石炭エネルギーセンター、JX エネルギー株式会社、一般社団法人

HiBD 研究所、株式会社巴商会 

 

（3）協力概要 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案及び活動計画（Plan of 

Operation：PO）案をもとにプロジェクトの目的・成果・スケジュール等を説明し、タイ側関係者

と基本的な合意に至った。合意したプロジェクト概要を以下に示す。 

1）上位目標と指標 

上記目標：本プロジェクトにより開発された化石代替燃料技術を活用したバイオ燃料事業の事業

化への基盤が促進される。 

指標：タイの民間セクターにおいて開発した化石代替燃料の利用割合が増加する。 

2）プロジェクト目標と指標 

プロジェクト目標：非可食系バイオマス（木質、農業、廃棄物系）資源を利用した化石代替燃料
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の製造技術を開発し、社会実装に向けた提言がなされる。 

指標 1：ガス化・転換工程の開発を通じ、タイの非可食系バイオマスから粗製化石代替燃料の製

造プロセスが確立される。 

指標 2：上記粗製化石代替燃料に適切な後処理を適用することにより、化石代替燃料として使用

可能であることが確認される。 

指標 3：上記粗製化石代替燃料のタイ国内の社会実装（経済・環境性評価並びに有効性、タイの

政策に合致したロードマップ作成等）が提案される。 

3）成果 

成果 1：非可食系バイオマス資源からの合成ガス製造技術が開発される。 

指標 

1.1 タイの非可食系バイオマス資源の前処理技術が開発される。 

1.2 バイオマスのガス化技術が開発される。 

成果 2：触媒転換によるバイオ燃料等製造技術が開発される。 

指標 

2.1 バイオ軽油製造技術が開発される（触媒＋運転技術）。 

2.2 バイオガソリン製造技術が開発される。 

2.3 バイオメタノール製造技術が開発される。 

2.4 バイオ LPG 製造技術が開発される。 

成果 3：利用検証や全体システム構築にかかる取り組みにより社会実装提案がなされる。 

指標 

3.1 化石代替燃料等として、バイオ燃料等が利用できることが確認される。 

3.2 各種バイオ燃料等の社会実装のためのロードマップがドラフトされる。 

3.3 バイオ燃料等の製造・利用にかかる人材が育成される。 

3.4 プロジェクトによって、開発された技術や得られるバイオ燃料等の社会的認知が高められ

る。 

 

2 －	3 先方負担事項の確認 

討議議事録（Record of Discussions：R/D）案をもとに、タイ側負担事項を説明し、当初案どおり負

担することで合意した。ただし、機材の据付けについての日本側との役割分担は機材の仕様を決定す

る過程で詳細の協議が必要。主な先方負担事項は以下のとおり。 

（1）C/P の配置（研究者等） 

（2）施設と設備 

1）チュラロンコン大学バンコクキャンパス、及びサラブリキャンパス内の研究施設 

2） プロジェクト実施に必要なインフラの整備（研究機材、機材設置にかかる屋根の設置等を含

む） 

3）研究実施のための消耗品 

 

2 －	4 協議議事録の締結 

添付のとおり、上記の協議・合意事項を取りまとめ、M/M を締結した。 
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2 －	5 留意点 

特に以下の点を案件実施にあたり、重要な留意事項として合意した。 

（1）機材調達に関する双方の分担事項の確認 

タイの港までは日本側負担、それ以降の輸送、据付け、運転はタイ側が負担することで基本的

に合意した。ガス化装置に関連する屋根の取付けや、床面等の簡易な土木工事の実施はタイ側で

責任をもって行うことで合意した。据付けに関して、日本側から技術的なスーパーバイズを行う

人員を派遣することで合意した（ただし、帰国後の日タイ間の継続的な協議の結果、プラント据

付けに関する双方の責任分担について、さらに詳細な検討が必要であることを確認したため、継

続的に調整中）。 

 

（2）タイ側研究者の国内移動費用 

タイ側研究者のタイ国内移動費用はタイ側で負担することで合意した。 

 

（3）関連省庁の巻き込み 

社会実装を見据え、タイ側の関連省庁を JCC やセミナー等に招待するなど、積極的に巻き込む

ことで合意した。具体的にはエネルギー省（DEDE、EPPO を含む）を想定。 

 

（4）機材リスト 

R/D に添付する機材リストは R/D 署名までに 終化することで合意した。 

 

（5）第三者責任保険 

第三者責任保険はタイ側で適用可能な保険を調査し、タイ側の名義で付保することで合意した。

なお、保険料は在外事業強化費で対応可能。 

 

（6）経済性評価・分析 

社会実装に向けては、原料の調達から、燃料製造プロセス、販売に関する経済性評価が重要で

あることで合意した。また、これに関する調査をプロジェクト当初から実施することで合意した。

調査方法は追って検討する予定。 

 

（7）北部及び東北部地域（東西経済回廊（East-West Economic Corridor：EWEC）周辺）の原料活用

の検討 

北部及び東北部地域と都市部の経済格差にかんがみ、北部もしくは東北部地域からの原料調達、

流通を検討することで合意した。特にタイ政府が開発に力を入れている東西経済回廊周辺を重点

的に検討することで合意した。 

 

2 －	6 団長所感 

（1）今回の詳細計画策定調査に当たり、チュラロンコン大学側との十分な事前調整をいただいた富

山大学椿先生をはじめとする皆様に御礼申し上げたい。特にタラポン教授以下のプロジェクトの

C/P の皆様との信頼関係が構築されていることを確認できたことは、本プロジェクト実施体制の

構築及び今後 5 年間にわたり、さまざまな調整が想定されることを考慮すると非常に望ましい状
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況にあると思われる。今後は NRE、PTT 等の関係者も含め、一層の信頼関係の醸成を期待したい。 

 

（2）協議、視察ともに順調に実施することができたが、プロジェクトに必要な機材については、R/D

署名時までに機材リストを作成することになっている。特にガス化用設備の調達やチュラロンコ

ン大学サラブリキャンパスの既存 FT 設備の改修（冷却性能強化等）については、今後日・タイ

双方での詰めが必要であることが確認された。機材調達は、他の SATREPS 案件のみならず通常

の ODA 案件（技術協力プロジェクト）においても、プロジェクト全体工程に大きな影響を与え

る要素となるため、とりわけ今回議論となった据付けから試運転までの一連の作業における業務

分担につき、慎重な対応が必要である。 

 

（3）また、今回の協議及び事務所との内部打ち合わせを通じ、社会実装に向けた取り組みについて、

当方（JICA）より、経済性の分析及び評価をプロジェクト初年度から実施いただくよう申し入れ

し、M/M にも反映した。プロジェクト開始直後から、正確なコスト分析や評価を行うことは困難

であることは十分承知しているものの、プロジェクト終了後の社会実装段階を見越したバイオマ

ス原材料の安定的な確保と価格の大幅な変動の可能性等を可能な限り前広に検討することにより、

より早い段階から関係省庁への働きかけも可能となる。特にタイにおける東西経済回廊開発の重

要性を考慮すると、同回廊沿線の開発に資する政策への働きかけは、社会実装を後押しする可能

性を高めることにつながると考えられることから、こうした分野に知見を有する機関の協力を得

ることも検討していくことが望ましい。 

 

（4） 後に、大ミッションとなった今回の調査団の受け入れと同行に尽力いただいた事務所に感謝

申し上げるとともに、先乗りのうえ、情報収集と細部の日程調整にご尽力いただいた松本評価分

析団員に御礼申し上げ、結びとしたい。 
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第 3 章 本プロジェクト協力の必要性と位置づけ（事業背景と必要性） 

3 －	1 タイのエネルギーセクター（バイオ燃料）とスーパークリーンバイオ燃料への触媒転換技術

の現状及び問題点 

タイは約 51 万 4,000km2（日本の約 1.4 倍）の国土をもつ、人口約 6,796 万人（2015 年）3の国であ

る。2014 年の名目国内総生産（GDP）は 3,738 億ドル、1 人当たり GDP は 5,445 ドルで、東南アジア

経済をリードする主要国である4。 

タイでは、近年、エネルギー需要が年率約 4 ～ 5 %で成長し、国内でのエネルギー供給量やエネル

ギー輸入依存度の増加が見込まれていることから、経済負担や温室効果ガス排出量の増大が懸念され

ている。この対策の一環として、化石燃料を代替する燃料の利用が促進されており、すべての燃料に

占めるバイオ燃料の割合を高めることが喫緊の課題となっている。他方で、従来のバイオ燃料では、

可食系資源を利用した際の穀物市場の混乱等の課題があった。また、農業国であるタイでは、豊富に

賦存する農産副産物や加工残渣などの非可食系バイオマスからバイオ燃料を生産することに取り組

んでいるが、バイオエタノールやバイオディーゼルは、対象資源が限られ、既存石油系燃料と品質や

利用特性も異なることから普及障壁に直面している 

当該国政府はバイオ燃料の効果的な活用を推進すべく、2015 年に改定した AEDP において、総燃

料に占めるバイオ燃料の割合を 2036 年までに 25％まで高める目標を掲げている。 

かかる状況のもと、本事業では、当該国に豊富に賦存するバイオマス資源から各種バイオ燃料・化

学品（軽油・ガソリン・メタノール・LPG）を製造する技術の開発を行う熱化学的変換（C1 化学）

により、特に非可食系バイオマスを原料とした既存石油系燃料と同品質の「先進バイオ燃料」を開発

し、かかる技術を国内へ普及、促進することに期待が寄せられている。 

 

＜タイ側開発政策との整合性＞ 
 

「第 11 次国家社会経済開発計画（2011～2016 年）」では、開発の方向性として、低炭素及び環

境に優しい経済・社会に焦点を当てた自然資源及び環境資本の改善が掲げられている。タイのエネ

ルギー安全保障開発戦略として、バイオエネルギーの開発、エネルギー作物からのバイオエネルギ

ーの生産性向上、バイオエネルギーの効率的活用等が含まれている。 

「代替エネルギー開発計画（AEDP、2012 ～ 2021 年）」は、再生エネルギーの活用、その技術産

業開発、高効率再生エネルギー技術の研究・開発の促進を掲げ、同計画では、再生エネルギーのシ

ェアを 2012 年の全エネルギー需要の 10％から、2021 年には、同「25％」に引き上げるとの目標が

定められた。 

また、同計画は 2013 年に改定、さらに 2015 年、同計画を新たに見直し、「AEDP（2015～2036

年）」を作成 。新 AEDP 計画では、2036 年に再生エネルギーのシェアを全エネルギー消費の「30％」

を目標に挙げており、シェア目標の内訳は、電気 20％ （4.27％、5,588 ktoe（石油換算千トン））、

熱 36％ (19.15％、25,088 ktoe)、バイオ燃料 25％ (6.65％、8,712 ktoe)となっている5（表 3-1 参照）。

新 AEDP では、2036 年までに再生可能エネルギーによる発電を 19,684MW とする計画で、内訳

                                                        
3 国連人口統計より引用、http://www.un.org/en/development/desa/population/  
4 JETRO 資料より引用、https://www.jetro.go.jp/world/asia/th/stat_01.html 
5 “Thailand Integrated Energy Blueprint（Special Issue 2016）”，EPPO Journal, Ministry of Energy より引用。 
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は太陽光発電を 6,000MW、風力発電を 3,002MW、バイオマス発電を 5,570MW、バイオガス発電を

1,280MW（内訳は廃棄水・物で 600、燃料作物で 680）、都市廃棄物（MSW）500MW 他としてい

る。一方、バイオ燃料は、8,712 ktoe とする計画で、内訳は、バイオエタノール 2,103、バイオディ

ーゼル 4,405、圧縮メタンガス 2,023 などとなっている（表 3-2 を参照）6。 

なお、同計画中、再生エネルギー開発促進戦略として、①原料及び再生エネルギー技術の準備（生

産能力と原料工程管理にかかる開発を主目的）、②再生エネルギー生産・利用・潜在市場の拡大（再

生エネルギー生産及び消費能力の拡大を目的）、③再生エネルギーに関する知識と事実への啓もう

やアクセスの拡充（再生エネルギー生産及び消費の効率化と持続性に対する自覚や理解が目的）が

掲げられており、バイオ燃料については、特に研究開発や人材育成の重視が掲げられている。 

 

表 3-1 代替エネルギー開発計画（AEDP 2015～2036）目標 

Energy 

Share of RE (％) RE 

Consumption 

Target 

by 2036 (ktoe*) 

Final Energy 

Consumption 

at 2036 (ktoe)

Status 

as of 2014

Target 

by 2036 

Electricity 9 15-20 5,588.24 27,789

Heat 17 30-35 25,088.00 68,413

Bio-fuel 7 20-25 8,712.43 34,798

Re: Final Energy 

Consumption 
12 30 39,388.67 131,000 

* ktoe: kilotons of oil equivalent（石油換算千トン） 

 

表 3-2 新 AEDP（2015～2036）における輸送用再生エネルギー生産目標数値 

Fuel types 
Status at the end of 2014 Target year 2036 

106 litter/day ktoe 106 litter/day ktoe 

1. Biofuel 2.89 909.28 14.00 4,404.82 

2. Ethanol 3.21 872.88 11.30 2,103.50 

3. Pyrolysis oil     0.53 170.87 

4. Compressed bio-methane 

(ton/day) 
    4,800.00 2,023.24 

5. Other alternative fuels*       10.00 

Total (ktoe)       8,712.43 

Fuel demand in 

transportation sector 
      34,798.00 

Ratio of biofuel production 

in transportation sector (％)
      25.04 

* such as Bio-oil, hydrogen etc. 

                                                        
6 “Alternative Energy Development Plan（2015-2036）”：エネルギー省（Sep, 2015）計画及び発表資料より引用。 
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3 －	2 バイオマス資源の技術開発にかかわる本事業の位置づけ（タイ政府国家政策上における本事

業の位置づけ） 

以上のような背景のもとで、タイ政府は同国に豊富に賦存するバイオマス資源から各種輸送用バイ

オ燃料・化学品（軽油・ガソリン・メタノール・LPG）を製造する技術の開発を行う「バイオマス・

廃棄物資源のスーパークリーンバイオ燃料への触媒転換技術の開発」のためのプロジェクトが「地球

規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）案件」としてタイ政府から要請された。 

 

3 －	3 タイのバイオマスセクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は 2012 年 12 月に策定した「対タイ王国 国別援助方針（経済協力計画）」において、タイは

中進国入りしたものの、持続的に社会・経済を発展させていくためには、競争力強化を通じた更なる

経済成長が重要としたうえで、援助国でもあるタイと、開発パートナーとして、両国の強みを活用し

た協力を展開することは、中進国に対する開発協力のモデル構築の観点からも効果的であるとしてい

る。また、日本とタイの政治・経済・社会面での緊密な関係を踏まえた戦略的パートナーシップに基

づき、双方の利益増進につながる協力を推進する基本方針を打ち出している。その中で、「持続的な

経済の発展と成熟する社会への対応」を掲げ、日タイ連携による研究能力向上、研究機関や研究者間

のネットワーク強化の支援を行うことを重点分野（中目標）と位置づけている。 

なお、同開発課題として「研究能力向上・ネットワーク強化」を掲げ、その中で「研究能力向上・

ネットワーク強化」を協力プログラムとしても掲げており、本研究はこの方針に合致する。また、

SDGs ゴール 7 「万人のための利用可能で、安定した、持続可能で近代的なエネルギーへのアクセス」、

及びゴール 13「気候変動とその影響への緊急の対処」に貢献すると考えられる。タイにおけるこれ

までのバイオ燃料に関する実績としては、以下の案件が実施済み、または実施中である。 

・ 非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技術（2010 年 5 月～2016 年 3 月：SATREPS）7 

・ 低品位炭とバイオマスのタイにおけるクリーンで効率的な利用法を目指した溶剤改質法の開発プ

ロジェクト（2013～2018 年：SATREPS）8 

・ 新バイオディーゼルの合成法の開発（2010 年 5 月～2015 年 3 月：SATREPS）9 

 

3 －	4 他の援助機関によるプロジェクト 

特になし。 

 

3 －	5 実施機関の概要と課題 

相手国代表機関のチュラロンコン大学（タイ語：จุฬาลงกรณ์มหาวทิยาลยั 、英語：Chulalongkorn University）

は 1917 年に設立され、タイにおいて も古い歴史をもち、かつ国内の 高学府であり、権威ある国

立大学である。 

また、本プロジェクトにおける C/P 機関となる、同チュラロンコン大学・バイオマス燃料エネルギ

ーセンターは、長年バイオマス利用技術を研究しており、資源特性や収集・加工技術にも知見を有し

ている。 

さらに、タイ側の研究代表者であるタラポン教授（Prof. Dr. Tharapong Vitidsant）は、同大学の元副

                                                        
7 次ウェブサイトに概要説明あり：http://www.jica.go.jp/project/thailand/011/outline/index.html 
8 次ウェブサイトに概要説明あり：http://www.jica.go.jp/oda/project/1300724/index.html 
9 次ウェブサイトに概要説明あり：https://www.jst.go.jp/global/kadai/h2203_thailand.html 
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学長・理学部化学技術学科長であり、現在は、同大のバイオマス研究を統括するサラブリ・バイオマ

ス燃料エネルギーセンター長の要職にあり、基礎研究から実証に至る幅広い研究実績とタイの産学官

にわたる豊富なネットワークを有している。 

また、本研究対象の「次世代バイオ燃料」は同大における重点プロジェクトに位置づけられており、

チュラロンコン大学のサラブリ・バイオマス燃料エネルギーセンターには、既に FT 合成のベンチプ

ラント装置（気泡塔三相流動反応塔、富山大学技術）とメタノール合成のベンチプラント（固定床反

応塔）が設置されている。このメタノール合成のベンチプラントでは触媒の入れ替えによって LPG

の大規模生産も可能であるなど、豊富な研究基盤を有している。 

また PTT は、天然ガス事業、石油事業を行うエネルギー関連ではタイで 大の企業であり、PTT RTI

の豊富な試験・分析機材を利用しつつ、PTT RTI のスタッフと協力して試験分析を行い、将来の社

会実装の検討も可能である。なお、PTT RTI はこれまで JICA との技術協力での協力実績も豊富に

ある。 

さらに、相手国協力機関の NRE 社は、ユーカリ栽培やペレット・廃棄物固形燃料製造を行ってお

り、原材料の供給をはじめ、幅広いバイオマス資源を対象に具体的な前処理法を含めた試験や検討も

可能である。 
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第 4 章 協力の枠組み 

4 －	1 プロジェクト概要 

（1）プロジェクトの目的と意義 

本プロジェクトは、以上に述べたプロジェクトの背景と必要性にかんがみ、JST との共同事業

として、タイの研究機関と共同で、同国に豊富に賦存するバイオマス資源から各種輸送用バイオ

燃料・化学品（軽油・ガソリン・メタノール・LPG）を製造する技術の開発を行い、かつ研究開

発成果の社会実装を目指すとともに、先方実施機関の能力強化を通じたシステムや制度の機能を

構築し、人づくりを行うものである。 

本プロジェクトで対象とする研究開発課題は、エネルギーの輸入依存度が高いタイの政策、計

画に沿うものであり、また相手国機関であるチュラロンコン大学のサラブリ・バイオマス燃料エ

ネルギーセンターには、既にバイオマスエネルギー施設があり、FT 合成とメタノール合成パイロ

ットプラントを有していることからも、日本側の 新技術（新規触媒反応、触媒、反応塔、運転

ノウハウ）と、タイのバイオマス資源、運転要員の融合、施設・機材の活用によって、効果的か

つ実効性のある共同研究が遂行可能である。この点が、JICA 技術協力プロジェクトの枠組みで共

同研究を実施する根本的意義である。 

さらに、日本の研究機関にとっては本研究課題において JST 事業による国内での研究開発を進

めると同時に、本技術協力プロジェクトとの連携・補完によってバイオマス・廃棄物資源の利用

による社会実装を実現できる研究開発が進められるメリットがある。また、本プロジェクトで開

発した技術や研究成果の社会実装結果をフィードバックして、日本における更なる新技術開発の

種を得ることも期待される。 

一方、タイの実施・協力機関にとっては、日本で開発された技術や研究成果を基礎として、そ

れをタイに適したものに進化・深化させることができ、所定の研究開発成果を短期間に上げるこ

とが期待できる。また、共同研究を実施することで、タイ側実施機関の研究開発能力の向上につ

ながり、研究成果の ASEAN 諸国や世界への波及・イノベーションにも貢献でき、更なる発展の

可能性につながることが期待される。 

 

（2）プロジェクトの実施体制（相手国関係機関と協力体制） 

1）実施機関（C/P 機関） 

本プロジェクトの実施機関は、「チュラロンコン大学」、「PTT」、及び「NRE」の 3 機関である。

各機関の概要は次頁の表のとおり。 

本プロジェクトでは以下に記述するように 3 つの成果を設定するが、このうち、チュラロンコ

ン大学が成果 1 から成果 3 までの達成にかかわるすべての活動に責任をもつとともに、プロジェ

クト全体の責任機関として各研究機関の調整、取りまとめを行う。 

プロジェクトの総括責任者（プロジェクトダイレクター）と実施責任者（プロジェクトマネー

ジャー）は、ともにチュラロンコン大学の管理者とする。PTT と NRE 社は実施・協力機関とし

て、それぞれ成果1と成果2の達成にかかわる諸活動に関与し、その遂行に責任をもつとともに、

成果 3 の社会実装に関する提案、協力、支援を行う。また、3 つの成果それぞれに対応する「タ

スク・チーム」を形成し、両国の担当者が活動に参加し、緊密な情報交換・共有を行いつつ、共

同研究・開発を実施していく予定である。 



 
 

－13－ 

プロジェクトサイトは、首都バンコクにあるチュラロンコン大学を中心的な実施場所とし、並

行して研究活動の一部は、実証実験のパイロットサイトとして、チュラロンコン大学のサラブ

リ・テクノパークセンター敷地内にある「バイオマス燃料エネルギーセンター」（バンコクから

車で約 2 時間）で行う。 

さらに、研究課題（成果）に応じて、PTT と NRE 社においても研究開発活動を一部実施する

（たとえば、PTT の場合、アユタヤにある PTT RTI に、触媒機器・分析機材はじめプラント施

設が整っており、FT 実験・分析をはじめ、チュラロンコン大学のサラブリ・バイオマス燃料エ

ネルギーセンターでの実験と並行して同様のテストを行うことを想定。NRE 社の場合、特段、

自社プラントでの研究活動はなく、原材料の供給とサラブリ・バイオマス燃料エネルギーセンタ

ーでの研究活動への参加など限定的だが、プロジェクト後半、製品化や事業化の際の検討を行っ

てもらう予定）。 

なお、ガス化・触媒化学転換による、高品位なバイオ燃料・化学品の製造技術開発結果の利用

促進を図り、将来的な制度的インパクトの発現を可能にするために、チュラロンコン大学をはじ

めとした JCC を形成し、効果的な情報共有とプロジェクトの有効性・インパクトの拡大を目指

すこととする。 

プロジェクト実施体制の詳細については、R/D 案の Annex VII（1）及び（2）として、「プロジ

ェクト組織図（英文）」に示されている。 

 

＜本プロジェクトに関連する 4 つの実施・協力機関＞ 
1. チュラロンコン大学10 

同大学は 1917 年に設立され、タイにおいて も古い歴史をもち、かつ国内の 高学府であり、

権威ある国立大学である。学生数は、約 4 万人（うち、学部生 2.6 万、修士 0.98 万、博士 0.27 万

など）。また、教員 4,270 人はじめ、各部職員（2,842 人）、その他雇用（796 人）と、計 8,000 人ほ

どが在籍（2015 年現在）。海外の大学との交流も盛んで、日本との交流が も深い（既に 212 もの

日本の大学ないし機関とパートナー協定締結）。 

同大には、21 の学部があり、本件と関連する理学部（Faculty of Science）も、その１つ11。理学

部のうち、本件と関連する学科は、「化学技術学科（Department of Chemical Technology）」。同学科

は 1959 年に創設され、学生は、学部生約 2,000 人、修士課程 400 人、博士課程 20 名からなる。ま

た、教員は、現在 27 名が在籍（うち、16 名の教員：今回のタイ側研究代表となるタラポン教授ほ

かと、11 名の事務局職員）。同学科棟の 1 階には事務局や教授室、食堂等があり、18 階に研究・実

験棟はじめ大会議室等がある。 

なお、同大の運営は主に政府からの補助金をはじめ、給与等で賄われている一方、研究予算は全

体で 1,788 百万バーツ（1,661 事業）を受託しており、特に海外からの受託ないし共同研究資金は、

1,419 百万バーツ（731 事業）と約 8 割を占めている。 

 

                                                        
10 次の大学ウェブサイト：http://www.chula.ac.th/en/ 及び次の冊子より引用・分析。“Chulalongkorn University; Facts & Figures 2016”, “A 

quick Tour of Chulalongkorn University” 
11 同大ウェブサイトより引用：http://www.chula.ac.th/en/about/cu-at-a-glance 
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2. バイオマスセンター敷地内にある「バイオマス燃料エネルギーセンター」（サラブリ・バイオマ

スセンター） 

チュラロンコン大学・バイオマス燃料エネルギーセンターは、長年バイオマス利用技術を研究し

ており、資源特性や収集・加工技術にも知見を有している。バンコクから車で約 2 時間（100km）。

また、タイ側の研究代表者であるタラポン教授12（Prof. Dr. Tharapong Vitidsant）は、同大学の元

副学長、元理学部化学技術学科長であったが、2016 年 3 月に定年退職。しかし、65 歳まで次の 5

年間は同大で引き続き教鞭を執り、研究を進めることになっている。現在は、同大のバイオマス研

究を統括するバイオマス燃料エネルギーセンター長の要職にあり、基礎研究から実証に至る幅広い

研究実績とタイの産学官にわたる豊富なネットワークを有している。また、同教授はとりわけ FT

合成、メタノール合成等、C1 化学の研究を長年行ってきており、これらに関する論文は 50 報を超

えている。 

また同じく、同大のプラサート准教授（Asst. Prof. Dr. Prasert Reubroycharoen）は、現在タラポン

教授のあと、理学部化学技術学科長に 2016 年 4 月より就任。プラサート氏は、もともと、日本側

代表者の富山大学椿教授の下で研究指導を受け、富山大学で博士の学位を取得しており、C1 化学

の研究歴が豊富である。このような経緯もあり、これまで 10 人以上のチュラロンコン大学からの

留学生を富山大学椿研究室で受け入れており、帰国後は全員博士の学位を取得しているなど、チュ

ラロンコン大学と富山大学との関係は親密である。 

なお、本研究対象の「次世代バイオ燃料」は同大における重点プロジェクトに位置づけられてお

り、チュラロンコン大学のバイオマス燃料エネルギーセンターには、既に FT 合成のベンチプラン

ト装置（気泡塔三相流動反応塔、富山大学技術）とメタノール合成のベンチプラント（固定床反応

塔）が設置されている。このメタノール合成のベンチプラントでは触媒の入れ替えによって LPG

の大規模生産も可能であるなど、豊富な研究基盤を有している。 

同センターは 2009 年にタイ政府予算で建設が行われ、広大な敷地内にプラント施設が整備され

ており、また研究・運営体制の陣容としては、バイオマス関係に限っていえば、チュラロンコン大

学の修士課程（化学技術学科）50 人中 15 人、博士課程 2 名、さらにポスドク 1 名（2015 年、富山

大で博士課程完了）が、研究中。 

また同バイオマス燃料エネルギーセンターの保守維持体制として、プラント長はじめ、ほか 4

名の支援スタッフ（テクニシャンレベル）が雇用されている。本件開始の際には、同常駐支援スタ

ッフ 5 名に加えて、4 名のエンジニア（うちチュラロンコン大学から 2 名、さらに PTT 及び NRE

社から各 1 名）、さらに 2 名の修士学生を活動に従事させる計画（計 11 名）となっている。 

同バイオマス燃料エネルギーセンターの 近の研究活動としては、「Pt-Au 触媒に係る合成ガスの

中のコバルトの優先酸化」（Preferential oxidation of Co in synthesis gas over Pt-Au catalyst）や、「甲殻

類シェルの廃棄物の冷却剤処理」（Treatment of waste coolant by crustacean shell）等がある。 

 

                                                        
12 タラポン教授の経歴は次のとおり：http://www.sc.chula.ac.th/department/Chemical_Technology/staff/tvs.htm 
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3. PTT13 

PTT は、タイで天然ガス事業、石油事業を行うエネルギー関連企業で、同国 大の企業であり、

多くの子会社を有する。特に、天然ガス、石油の採掘から精製、生産、輸送、精製、販売まで幅広

い業務を担い、上流から下流までの一貫操業を行っている。上流分野は傘下の PTTEP（PTT 

Exploration and Production）が担当しており、石油精製事業は TOC（Thai Oil）や BCP（Banchak 

Petroleum）など、5 製油所に資本参加している。なお、PTT は多国籍化並びに総合エネルギー企業

へと飛躍することを目指して、上流の探鉱開発だけでなく、海外での製油所計画等、石油精製や石

油化学事業においても、アジア各国で投資を強化している模様。 

PTT は、1978 年の特別法（Petroleum Authority of Thailand Act）によって、工業省傘下に設立され

た政府全額出資の国営企業として創設。2001 年に株式会社となり、同年 12 月にタイ証券取引所に

上場し、一部民営化された（“PTT Public Company Limited”）。現在も、タイ財務省が同社株式の

52.32％を保有している。間接出資分を合算すると約 68％を、タイ政府が出資（PTT は 1959 年予

算手続法や 2005 年公的債務管理法で規定される国営企業の地位にあり、その債務は公的債務の一

部とされ、財務省がその財務状況を監視している）。 

本社は、「555 Vibhavadi Rangsit Road, Chatuchak」。 

本件のなかでは、下記の活動を担うことを想定している。 

・バイオ燃料等の試験分析（及び触媒技術開発も一部担う） 

・バイオ燃料等利用検証・実証 

・市場調査・商業化検討等  

 

4. NRE14 

NRE 社は、2011 年創業で、ユーカリ栽培やペレット・廃棄物固形燃料製造を行い、またタイ北

部に 160 km2 のユーカリ森林を有している模様。なお、同社社長の父親が経営する「Eastern Energy 

plus Company（EEP）15」は、ごみ廃棄物管理を行う企業で発電所等を運営し、現在毎日 4,000 トン

もの、ごみを埋め立てている模様（具体的な詳細は不明）。なお、チュラロンコン大学と EEP 社は

じめ、数社は共同研究として、サラブリ・バイオマス燃料エネルギーセンターにて、廃棄物（プラ

スティック・野菜残渣）のオイル熱分解（Pyrolysis）及び油化（混合オイル）の実験研究を行って

いる。 

NRE 本社は、「9/251 UM Tower 25th Floor, Ramkhamheang Road. Suanluang , Bangkok」（バンコク郊

外）。また、バイオマス製造工場は次のとおり 2 カ所（Chachoengsao 県及び Surat Thani 県）。なお、

タイ北部にバイオマス燃料を利用した発電施設の建設を計画予定中。 

・位置：【前者】154-0-96 Rais. On 304 Road. Amphoe Phanom Sarakham, Chachoengsao Province（チュ

ラロンコン大学のバイオマス燃料エネルギーセンターから約 120km：1 時間ほど）。同工場には、

プラント工程管理及び生産管理マネージャーの 2 名をはじめ、作業員、支援要員（事務職、警備

員、ドライバー等）、計 50～60 人が働いている。 

【後者】86/5 Moo 2. Highway 4032 Pak Chalui Sub-district. Tha Chang district. Surat Thani 

                                                        
13 同社のウェブサイトより引用：http://ptt.listedcompany.com/links.html http://www.pttplc.com/en/Pages/home.aspx 
14 同社のウェブサイト及び企業冊子より引用：http://www.nrethailand.com/en/index.php 
15 要請書段階では、同 EEP 社並びに NRE 社双方とも協力企業としての記載あり。同社のウェブサイト（英語）は、次のとおり。

http://www.easternenergyplus.com/eng.html 
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・規模 : 9.90 MW biomass power plant（まだ操業されているわけでなく、発電所計画段階） 【双方

とも】 

・燃料用ペレット生産（木質ペレット）：生産能力【前者】1,800 tons/month、【後者】3,000 tons/month

・炭プラント（Briquette Charcoal）：生産能力 200 tons/month 【前者】 

・木質チップ：生産能力 12,000 tons/month 【前者】 

同社のバイオチャー（炭）製品名は、「NCQ BIO-CHAR Briquette Charcoal」16。 

本件のなかでは、下記の活動を担うことを想定している。 

・現地原料提供・加工 

・試験運転等協力 

・商業化・事業性検討 
 

2）人的リソース確保の可能性 

本プロジェクトは SATREPS 案件として JST と JICA が共同実施するもので、日本側研究代表機関

として既に国立大学法人富山大学が選定されている。当該大学の教員・研究者さらに協力機関による

日本側専門家チームの主要人材（短期専門家候補）は既にリストアップされており、タイ側関係機関

と共同研究・開発を実施するうえでの日本側の人的リソース確保に問題はない。 

これらの人材は当該技術課題で世界的な実績を有しており、日本国内またタイとの共同研究におい

て本プロジェクトで対応する技術課題分野で一定の知見、経験、成果を蓄積してきており、本プロジ

ェクトでの共同研究・開発において、それらの成果を活用して効果的・実用的な新技術を確立・適用

できる可能性を有している。なお、日本側専門家チームの研究総括は、既述のように富山大学の椿教

授が担当し、研究副総括として富山大学の米山准教授が、本件の共同研究・開発の全体調整を行うこ

ととなっている。富山大学とチュラロンコン大学は大学間交流協定を締結しており、その研究協力体

制が構築されていることに加え、椿教授はタイ側研究代表者であるタラポン教授と長年の共同研究実

績を有し、継続的に所属学生を互いに留学させている。また、プラサート准教授は、椿研究室の卒業

生であり、日タイ研究グループ間で強固な協力関係が築かれている。 
 

＜研究代表者の実績並びに技術・知見＞ 
 

C1 化学転換技術においては、研究代表者（椿教授）が同分野で、世界的な実績を有し、世界に

先駆けて超臨界相における炭化水素合成、固体触媒反応、カプセル触媒を研究し FT 合成やメタノ

ール合成の新合成法を確立している。 

なお、富山大学・椿研究室は、日本国内すべての BTL、GTL、CTL*事業に参加してきており、

触媒、反応器、プロセスを基礎から応用まで研究を行っている。 

また、主たる研究者の 1 人である藤元氏（HiBD）は、メタノール合成触媒とゼオライト触媒の

物理混合触媒を用いて、合成ガスから LPG を直接合成する研究を長年行っている（Appl.Catal.A, 

2014）。これらの研究代表者の有する知見を活かして、① 高性能な「バイモダル触媒」による軽油

代替燃料製造技術、②「カプセル触媒」によるガソリン代替燃料製造技術、③ 従来にない熱力学

平衡上有利な「低温・低圧」条件下でのメタノール製造技術、④ 新規な直接合成法による LPG 製

造技術、をそれぞれ開発する計画である。 
* 付属資料 4 参照 

                                                        
16 同社のウェブサイトに製品の説明あり：http://www.ncqbiochar.com/en/product.php 
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第 5 章 事前評価結果 

5 －	1 評価 5 項目による評価結果 

（1）妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

タイ政府はバイオ燃料の効果的な活用を推進すべく、「環境にやさしい成長」を重要政策に位置

づけ、2021 年までに化石代替エネルギー比率を 25％に引き上げる（AEDP 改定計画では 2036 年

に 30％に引き上げる）などの目標を掲げて再生可能エネルギー導入に積極的に取り組んでいるこ

とから、本プロジェクトは同国の政策と整合性があるといえる。 

特に、農業国であるタイに豊富に賦存する農産副産物や加工残渣などのバイオマスから輸送用

燃料の生産に取り組んでおり、幅広い原料が利用できる。石油系燃料と同等の品位・利用特性の

製品が得られるガス化・触媒化学転換技術のニーズが高まっていることから、本件実施の意義は

大きい。 

また、我が国の対タイ経済協力計画において、日本とタイの政治・経済・社会面での緊密な関

係を踏まえた戦略的パートナーシップに基づき、双方の利益増進につながる協力を推進する基本

方針を打ち出している。そのなかで、「持続的な経済の発展と成熟する社会への対応」を重視し、

日タイ連携による研究能力向上、研究機関や研究者間のネットワーク強化の支援を行うことを重

点分野と位置づけていることから、我が国の援助政策とも整合性があるといえる。 

 

（2）有効性 

本事業の以下の理由から有効性が見込める。 

各種バイオマス廃棄物からガス化を行い、触媒転換によるバイオ燃料（軽油・ガソリン・メタ

ノール・LPG）を製造するために必要な技術の開発が成果 1 と 2 に示されており、そのために必

要な活動も網羅されている。また、試験実験に必要な原材料は、タイ側の協力企業から無償供与

される予定で、「タイの自然・社会・経済環境条件に適合する」ための活動も取り入れられている。

加えて、成果 3 にて利用検証や全体システム構築にかかる取り組みを行うことになっている。そ

のため、プロセス・LCA 解析、システム検討を行うことは当然ながら、人材育成、情報発信、社

会実装に向けた産学官の関連主体・機関との連携強化を図る活動も取り入れられ、社会実装にか

かる活動が網羅され、想定される研究成果を将来的に社会還元、社会実用へ結び付けるための活

動の道筋も明確である。以上のことから、これらの一連の活動の推進によってプロジェクト目標

が達成されることが見込まれる。 

なお、今回、技術開発を行う際に用いる熱化学的変換（C1 化学）は下記のとおり、その特徴及

び優位性を有しており、こうした我が国の高度な C1 化学技術・バイオマス転換技術に加えて、

先方タイ側の研究基盤・取り組みとの有機的な連携により、バイオマス・廃棄物資源から、ガス

化・触媒化学転換17により高品位なバイオ燃料・化学品、すなわち「スーパークリーン燃料」製

造の社会実装を目指すことからその有効性は高い。 

 

                                                        
17 ガス化では、成型・炭化等の前処理技術、触媒転換に適したガスを高効率に得るガス化法やガス精製・組成制御技術等を開発す

る。触媒化学転換では、各目的製品に適した高性能触媒の開発、バイオ燃料等製造試験、製品分析・利用検証等による研究開発

を行う計画。 



 
 

－18－ 

＜CI 化学の優位性・特性＞ 

・バイオマスをはじめとする、あらゆる有機資源が原料として利用できる（また、食糧と競合しな

いバイオマス資源の利用を想定しており、バイオ燃料製造が食糧生産や土地利用等に負の影響を

及ぼさないことも利点である）。 

・得られる製品は、既存の石油系燃料（化石由来液体燃料）とほぼ同等の組成、品質をもち、既存

インフラ下でそのまま利用できる。 

・触媒を変えることで生産物種類も制御できるなど、技術の汎用性もきわめて高い。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトは以下の理由で効率性が見込める。 

今回、実施機関の中心となるチュラロンコン大学と富山大学とは、大学間交流協定を締結して

おり、多くの研究連携の実績があり、これまでも共同研究や留学生の受け入れなどの密な交流18が

あることから、効率的なプロジェクトの実施が見込まれる。 

日本側（研究代表者等）の有する C1 化学技術をはじめ、高度な触媒技術やタイ側の有するベ

ンチプラント等の研究基盤を活用して、タイの多種多様な未利用バイオマス資源から各種輸送用

バイオ燃料・化学品（軽油・ガソリン・LPG 代替）を製造する技術の開発を行い、双方が連携す

ることで初めて達成可能となる高度な成果を目指すものであり、活動の費用対効果は高いと見込

まれる。さらに、今回、日本側チームに参加する共同機関、人材の有する技術・知見を 大限、

活用することで、効率的な実施展開が見込まれる。 

また、今回、試験・実験に必要な原材料については、タイ側の協力企業（NRE 社）から無償提

供される、さらに試験分析・解析もチュラロンコン大学だけでなく、協力企業（PTT RTI）の施

設を利活用することで合意を得ていることから、原料調達費はじめ、分析コストの低減が見込ま

れる。 

なお、本プロジェクトでは、タイで課題となっているバイオマス資源の利用、再生可能エネル

ギー導入への寄与が見込めるほか、地球規模課題である CO2 削減や輸送用液体バイオ燃料製造の

開発にも貢献することが期待される。 

 

＜日本側の実施・協力機関の有する技術・知見＞ 
 

既に、研究代表者の実績並びに技術・知見は記したが、日本側の実施・協力機関の有する技術・

知見は次のとおり。 

・JCOAL：バイオマスと石炭の同時ガス化プラント、バイオマスガス化プラント開発実績 

・JX エネルギー㈱：日本 GTL 技術研究組合19に参画、ベンチパイロット・デモプラントまでの実績

を有する。 

・一般社団法人 HiBD 研究所：合成ガスからの LPG 合成技術 

・株式会社巴商会：ガスの専門企業、高度な分析・精製技術 

                                                        
18 これまで、研究代表者である富山大学の椿研究室とチュラロンコン大学のタラポン教授研究室の連名共著原著学術論文は 40 報

以上。また、15 名にのぼるチュラロンコン大学からの留学生、研修スタッフが、富山大学椿研究室から富山大学博士あるいは両

大学の Joint Dr.degree の形で留学・卒業し、現在タイの大学、中央官庁、石油・ガス・電力企業で活躍中である。なお、富山大学

とチュラロンコン大学は、交流協定校（学費免除、単位認定）となっている。 
19 国産の天然ガス液体燃料化技術（JAPAN-GTL）を推進し、世界レベルの GTL は（Gas To Liquids）技術の実用化を目指すべく官

民一体で開発するための共同体で、現在、研究開発を実施中。次ウェブサイトサイトを参照： 
http://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/kenkyuu/05_10.html  
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（4）インパクト 

本プロジェクトでは、我が国の高度な C1 化学技術・バイオマス転換技術と、タイ側の研究基

盤・取り組みの有機的な連携により、スーパークリーン燃料製造の社会実装、実用化に向けて、

以下のようなインパクトあるいは波及効果が見込まれる。 

 

＜社会実装の具現化＞ 

本プロジェクトの社会実装の具現化を現時点で描くことは容易でないが、たとえば、事業・商業化

という点では、まずは本件で開発される予定のスーパークリーン燃料製造技術を活用し、製造施設・

プラントの建設が構想され、設計、開始されることがもっとも望ましい形である。また、事業・商業

化には原料が安定的かつ安価な値段で調達可能であることが条件となり、原料調達から流通、製造、

販売、利用の一連のバリューチェーンの構築が重要となる。 

しかしながら新技術の導入や実用化には、その事業コストはじめ、経済性が確証されること、技術

導入に関する民間ベースのマーケティング活動が行われることが求められる。今回、活動 3 で、産

学官の関連主体・機関との情報交換や協議を行い、連携強化を図る予定ながら技術導入にかかり、産

学民あわせ新技術への関心、理解の促進や巻き込みなど、積極的な情報発信・啓もう、更にはマーケ

ティング活動も重要であることは留意すべきである。 

なお、研究成果を社会実装につなげるために必要な条件、社会実装への道筋など、社会実装に向け

た活動計画を作成し、プロジェクト期間中に関係者間で協議し、アクションを取ることが期待されて

いる。 

 

＜社会実装に向けた活動計画＞ 
 

（a）研究成果を社会実装につなげるために必要な条件 

本研究成果の社会実装には、バイオ燃料のサプライチェーン全体（原料調達・加工・バイ

オ燃料製造・流通）への研究成果の組み込みが必要になる。また、スケールアップや低コス

ト化等の事業化検討、事業スキーム構築、製品流通の規格・ルールづくりなども求められる。

社会実装への工程としては、およそ 10 年程度以内での商用実証事業の立ち上げを経て 2030

年頃（15 年程度以内）に事業化に至るなどの流れが現時点で想定されるが、技術開発・商用

実証段階では、タイ政府の支援施策や企業の参画等による資金の確保も重要になると考えら

れる。 

また、プラント設計や製造設備の運転には、触媒化学やプラント操作等の幅広い専門知識

が求められることから、人材育成についても計画的に行う必要がある。 

 

（b）社会実装への道筋 

本プロジェクトは、廃棄物・未利用バイオマス資源からのスーパークリーン燃料・化学品

製造技術を確立し、同研究開発成果を利用し、タイにおける社会実装を目指すものである。

社会実装に向け、上記条件に対して、プロジェクト期間にできる活動及び相手国 C/P 機関に

必要となってくる役割、それらについての活動計画については以下のとおり。 

本研究は、基礎的なラボ・スケールでの研究から、実バイオマスを用いた合成ガス製造（ガ
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ス化）・バイオ燃料製造試験、ベンチ・スケール試験までを網羅しているほか、社会実装に向

けて必要となる生成物分析・評価や利用実証、LCA*解析等によるシステム検討も活動計画に

含んでいる。研究実施体制においても、実用化を担う予定の相手国機関や本分野で商業活動

を行っている民間企業（日本・相手国側双方）の参画も得ている。本研究から得られた知見

や構築された体制に基づいて、切れ目なく社会実装に向けた取り組みに移行することが期待

できる。 

本研究期間中に、要素技術の研究開発をはじめとし、現地のバイオマス原料を用いたバイ

オ燃料製造、製品分析・評価、利用実証のバイオ燃料のサプライチェーン全般にかかる活動

を実施し、各段階における課題と対策の把握を行う。また、社会実装を見据えた事業化検討・

体制構築・規格検討、人材育成にも取り組む予定である。 
* 付属資料 4 参照 

 

＜グローバル人材の育成及び相互交流の深化＞ 

タイ側研究機関では、社会実装に向けた取り組みを本研究以降にも主体的に推進できるよう、人材

育成や推進体制を整備することも重要となるが、相手国代表機関のチュラロンコン大学では、多くの

研究スタッフや学生を本研究に参画させる計画のほか、本分野の有力な企業である PTT、NRE 社の

参画を得て、事業化検討を本研究活動と並行して実施することとしている。 

また今回、プロジェクトの遂行中、タイの若手スタッフ、大学院生に対し、触媒技術のほか、高圧

設備の運転、実験技術等を伝達するのみならず、タイからの関係留学生を富山大学で、これまで同様、

引き続き受け入れる計画である。一方、日本側からも若手研究者や大学院生を現地に派遣し、試験設

備を共同操業するなど、密な連携、協力を保ちながら、研究活動が実施される予定である。これらの

取り組みを通じて、世界・日本に貢献できる、グローバル人材の育成並びに、日タイとの相互交流の

深化も期待される。 

 

＜タイ国内の資源の有効利用と格差是正＞ 

日タイ両国で推進中の「日メコン連結性イニシアティブ」については、タイ国内での南北間の地域

的な経済的格差が存在していることから、その是正・解消のため、タイ北部（東北部を含む）のイン

フラ整備を推進するだけでなく、いかに地域格差を是正するか、そのための産業化、事業化が求めら

れている。特に北部、東北地域の農村の活性化については、同地域の資源、すなわち農産副産物や加

工残渣などのバイオマス資源を有効活用することができれば、格差是正・解消にもつながる。こうし

たことから、本件の中では資源調査活動だけでなく、将来の事業化実現に当たっては、経済開発の観

点から東西経済回廊を活用したバイオマス原料の調達、流通を検討することで先方とも合意しており、

北部、東北部の資源の利活用が期待される。 

 

（5）持続性 

持続性については下記の理由で見込まれるが、留意すべき点もある。 

妥当性の項で記したとおり、エネルギーの輸入依存度が高い、タイ国内のエネルギー需要は毎

年約 4～5％の割合で増大していることもあり、AEDP で化石代替エネルギー比率を現在の 15％か

ら 2021 年までに 25％に、また 2036 年に 30％まで引き上げるなどのターゲット数値を設定し、具

体的かつ長期的な目標を掲げている。このように、タイ政府は、再生可能エネルギー導入に積極
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的であり、バイオマス産業の実用化の可能性、継続性も高く、その政策は持続すると予想できる。

なお、社会実装を見据え、本件ではタイ側の関連省庁、特にエネルギー省関連部局を巻き込むこ

とで合意している。 

また、C/P 機関のチュラロンコン大学はタイ国内の 高学府であり、国立大学であることから、

プロジェクト終了後も引き続き、関連する研究の継続が期待できる。さらに、チュラロンコン大

学と富山大学とは大学間交流協定を締結し、これまで既に多くの研究連携の実績及び交流がある

ことから、同関係の強化、深化の継続性も見込まれる。 

一方、政府の政策とも関連するが、プロジェクトの成果、すなわち研究開発を継続させる予算

については、チュラロンコン大は現在、年間約 5,000 万円程度の予算を供与され、そのうち、約

2,000 万円を本プロジェクト、とりわけバイオマス燃料エネルギーセンターでの活動に投入する予

定（5 年で約１億円）であり、ある程度の予算の継続も期待される。またタイ側の協力機関につ

いても、PTT は同国 大の石油関連企業でありタイ政府が株式の過半数を有する国有企業である。

また NRE 社も、原料、触媒代金など、換算すると数千万円程度の支出を想定するなど、プロジェ

クト期間中はもちろんのこと、その後の事業成果の活用や継続について、現時点では問題がない。 

後に、プロジェクトで導入、活用された機器・装置の所有権は、本プロジェクト終了後も原

則としてタイ側に帰属する。サラブリ・バイオマス燃料エネルギ－センターに設置する装置や機

材についても同様であるが、事業終了後の所有権や保守・維持管理等に関しては、今回の詳細計

画調査にて、チュラロンコン大学と事前に合意を得ている。 
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（
和
文
）
 

ターゲットグループ: 終裨益者は、タイにおける環境・エネルギー関連の研究者/民間企業

プロジェクト期間:  2017年～2022年 (5年間)
プロジェクト・サイト: タイ国内 パイロット事業プラントサイト:　 バイオマス燃料エネルギーセンター（チュラロンコン大学サラブリ・テクノパーク敷地内）

プロジェクトの要約 指標(案） 入手手段（案） 外部条件（案） Achievement Remarks
上位目標

プロジェクト目標

成果

【Task1】非可食系バイオマス資源からの合成ガス製造技術が開発される。

1.1.タイの非可食系バイオマス資源の前処理技術が開発される。 1.1.タイの非可食系バイオマスの種類に応じた前処理条件の決定

1.2.バイオマスのガス化技術が開発される。

【Task2】触媒転換によるバイオ燃料等製造技術が開発される。

2.1.バイオ軽油製造技術が開発される（触媒＋運転技術）
(バイオディーゼル、FT)

2.1.1.高活性触媒の開発（sty=600g-oil/kg-cat.h)（生産性）

2.1.2.実用特性の高い触媒の開発((低圧合成特性・不純物耐性・選択性(C11-
C19留分割合)の向上))

2.1.3合成ガス製造との連結運転によるバイオ軽油製造の実証

2.2.バイオガソリン製造技術が開発される。
(バイオガソリン、FT)

2.2.1.高活性触媒の開発（sty=500g-oil/kg-cat.h)
2.2.2.実用特性の高い触媒の開発((低圧合成特性・不純物耐性・選択性(C5-
C10, iso体留分割合)の向上))
2.2.3.合成ガス製造との連結運転条件の確立

2.3.バイオメタノール製造技術が開発される。 2.3.1.高活性触媒の開発（sty=500g-oil/kg-cat.h)
2.3.2.実用特性の高い触媒の開発（低温低圧合成特性・不純物耐性・選択性の

向上）
2.3.3.合成ガス製造との連結運転によるバイオメタノール製造の実証

2.4.バイオLPG製造技術が開発される。 2.4.1.高活性触媒の開発（sty=450g-LPG/kg-cat.h)
2.4.2.実用特性の高い触媒の開発（低温低圧合成特性・不純物耐性・選択性の

向上）
2.4.3.合成ガス製造との連結運転によるバイオLPG製造の実証

【Task3】利用検証や全体システム構築に係る取り組みにより社会実装提案がな

される。

3.1.化石代替燃料等として、バイオ燃料等が利用できることが確認される。 3.1.1.試作された化石代替燃料の分析と既存化石燃料との比較による、プロセス
及び運転条件の確立
3.1.2.試作されたバイオ燃料等の比較優位性（効率・燃費、排ガス特性）の特定
3.1.3.試作されたバイオ燃料等の利用方法（組成・品質調整、供給方法）の把握

3.2.各種バイオ燃料等の社会実装のためのロードマップがドラフトされる。 3.2.1.プロセス解析により各種バイオ燃料の製造に係るエネルギー回収率・エネ
ルギー収支・収率・想定コストの算出

3.2.2.LCA分析により各種バイオ燃料等の製造に係るCO2削減効果の算出

3.2.3.プロセス解析、LCA分析を通じたロードマップ（ビジネスモデル等）のドラフ
ト作成

3.3.バイオ燃料等の製造・利用に係る人材が育成される。 3.3.1.バイオ燃料等の製造試験（合成ガス製造・触媒転換の連結一貫運転試験）
をカウンターパート機関で実施するためのマニュアル作成
3.3.2.現地での合成ガス製造・触媒転換の研究に必要な設備の整備
3.3.3.カウンターパート機関の若手研究者による本プロジェクトに関する国際学会
発表、研究論文等の実績数

・設備運転操作&保守維持管理マニュアル冊子
・指導(OJT含む)：人材開発等、活動報告書
・バイオ燃料等研究・技術開発施設紹介資料冊子
・論文・学会発表実績

3.4.プロジェクトによって開発された技術や、得られるバイオ燃料等の社会的認知
が高められる。

3.4.公開シンポジウムや見学会等を通じて、本技術・生成物（バイオ燃料等）の情
報の幅広い層への発信

・公開シンポジウム等開催報告書
・公開セミナー・ワークショップ・施設見学会等の出席
者リスト
・ニュースレター/プロジェクト説明冊子

（注釈）"sty"= "Space,Time,Yield", LCA= Life Cycle Assessment, FT= Fischer-Tropsch (フィッシャー・トロプシュ法)

<カウンターパート機関及び実施・協力機関> チュラロンコン大学及び実施・協力機関(タイ石油公社：PTT および北部再生可能エネルギー（株））

<プロジェクト名> 「バイオマス・廃棄物資源のスーパークリーンバイオ燃料への触媒転換技術の開発プロジェクト」

・プロジェクト報告書/ 活動記録
・設計資料
・実証分析データ
・実証試験結果データ
・技術開発のプロセスや成果を示す資料・データ
・前処理・ガス化技術に関するマニュアル（案）・冊子

・プロジェクト期間中、非可食系バイオマスが、安価
で、かつ継続して利活用できること。
・テロリズムや市民のストライキなどの破壊的な社会
的不安が、タイで起こらないこと。

・プロジェクト報告書/ 活動記録
・設計資料
・実証分析データ
・実証試験結果データ
・技術開発のプロセスや成果を示す資料・データ
・触媒転換によるバイオ燃料等製造技術に関するマ
ニュアル（案）・冊子

・プロジェクト報告書/ 活動記録
・実証分析データ（既存化石燃料との比較データ）
・実証試験結果データ
・技術開発のプロセスや成果を示す資料・データ
・バイオ燃料等利用に関するマニュアル（案）・冊子
・ロードマップ

1.2.1.ガス化ガスの組成で、[H2]/[CO]の比が1～2、[H2]+[CO]の割合が約80%
となる運転条件（process condition and operation skill）の確立
1.2.2.ガス化ガスの炭素転換率あるいは冷ガス効率で60%以上となる運転条件

の確立
1.2.3.ガス化ガス中の不純物を触媒転換工程が受け入れ可能なレベルまで低減

する運転条件の確立
1.2.4.触媒転換工程との連結運転に適したガス化工程の確立

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix）
Version 0
Dated 2016年9月12日

本プロジェクトにより開発された化石代替燃料技術を活用し、事業化への基盤が
整う。

化石代替燃料の事業化に向けたタイの民間セクターの取り組みの進捗状況 ・チュラロンコン大学研究報告書
・タイにおける化石代替燃料の事業化関連記事・文献

非可食系バイオマス（木質、農産、廃棄物系）資源を利用した化石代替燃料の製
造技術を開発し、社会実装に向けた提言がなされる。

1.タイの非可食系バイオマスから、ガス化・転換工程の開発を通じ粗製化石代替
燃料の製造プロセスを確立
2.上記粗製燃料に適切な後処理を適用することにより、化石代替燃料として使用
可能であることを確認
3.上記化石代替燃料のタイ国内の社会実装（経済・環境性評価並びに有効性、タ
イの政策に合致したロードマップ作成等）の提案

・プロジェクト報告書/ 活動記録
・設計資料
・実証分析データ
・実証試験結果データ
・社会実装提案に係る関連資料・ペーパー
・非可食系バイオマス資源利用の製造技術に関する
ガイドライン（案）・冊子

・タイ政府のエネルギー政策（特にバイオ燃料に関
し）に変更がないこと。
・非可食系バイオマスが、安価でかつ継続して利活
用できること(食料と競合せず、タイ国内で原料の安
定供給の状態が継続すること）。
・事業環境の変化（例：化石燃料価格の大幅な低下
やバイオマス資源の利用等）に際して、タイ政府の政
策上の支援・協力が見込めること。
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Version 0

Dated August 31, 2016

プロジェクト名: 「バイオマス・廃棄物資源のスーパークリーンバイオ燃料への触媒転換技術の開発プロジェクト」

利用検証・全体ｼｽﾃﾑ構築に係る専門家

業務調整

機材

本邦研修

第3国・国内研修

Monitoring

投入
年度 1st Year 2nd Year 3rd Year  4th Year 5th Year

Remarks
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

 Solution

            暫定活動計画（Tentative Plan of Operation）

Ⅳ

専門家

合成ガス製造技術専門家 計画

実績

触媒転換によるﾊﾞｲｵ燃料等製造技術専門家

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ ⅢⅣ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ
Issue

前処理設備（破砕・乾燥・炭化） 計画

実績

ガス化ベンチ設備 計画

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

ＦＴ合成ラボ試験装置 計画

実績

触媒化学転換ベンチ設備（エンジニアリング） 計画

実績

メタノール合成ラボ試験装置 計画

実績

ＬＰＧ合成ラボ試験装置 計画

実績

計画

実績

計画

実績

（研究者、外部専門家（エンジニア・技術者等））

（研究者、外部専門家（エンジニア・技術者等））

（研究者、外部専門家）

現地設備の
確認調整等

設計・製作 輸送・設置

試運転・調整
設備の使用

改善・改良

設計・製作
輸送・設置

試運転・調整
設備の使用

（日本国内製作・試運転後、現地輸送）

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ｼｽﾃﾑ構築

（FT合成)

設備の使用

改善改良

技術交流

設備の使用

設計・製作
輸送・設置

試運転・調整
設備の使用

設計・製作
輸送・設置

試運転・調整
設備の使用

試運転・調整

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ｼｽﾃﾑ構築

（MT・LPG合成)
試運転・調整

3．PO（和文） 
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活動（案）

活動詳細（案） Japan Thai

Responsible
Organization Achieveme

nts

Issue &
Countermeas

uresⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

年度 1st Year 2nd Year 3rd Year  4th Year 5th Year

Ⅲ Ⅳ

Output 1: 非可食系ﾊﾞｲｵﾏｽ資源からの合成ガス製造技術が開発される

成果1.1 タイの非可食系ﾊﾞｲｵﾏｽ資源の前処理技術が開発される。 計画

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ ⅡⅢ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

実績

前処理設備調整 計画

実績

成果1.2. バイオマスのガス化技術が開発される 計画

実績

前処理試験・技術開発
1.1.1.現地のﾊﾞｲｵﾏｽ資源（木質系、農産系、廃棄物系）の特性把握、前
処理試験（粉砕・乾燥・炭化）を行う
1.1.2.触媒転換用の合成ｶﾞｽ製造に適したｶﾞｽ化技術の設計・開発を行う
1.1.3.現地のﾊﾞｲｵﾏｽ資源（木質系、農産系、廃棄物系）の前処理調製試
料を用いたｶﾞｽ化試験を行う

計画

実績

1.2.2. 高効率ｶﾞｽ化技術の開発を行う 計画

実績

1.2.1.ｶﾞｽ組成制御技術の開発を行う 計画

実績

1.2.4.触媒転換と連結した試験運転・運転技術開発を行う 計画

実績

1.2.3. ｶﾞｽ精製技術の開発を行う 計画

実績

1.2.5.石炭との共ｶﾞｽ化試験を行う
*ガス化設備設計・製作・設置・試運転調整

計画

実績

Output 2:触媒転換によるﾊﾞｲｵ燃料等製造技術が開発される

成果2.1. ﾊﾞｲｵ軽油製造技術が開発される（触媒＋運転技術） 計画

2.1.2. 実用性向上技術の開発を行う 計画

実績

実績

2.1.1. 高活性触媒の開発を行う 計画

実績

2.1.4. ﾗﾎﾞ・ﾍﾞﾝﾁ試験、分析・試験用試料調製による実用化技術開発を

行う
*触媒化学転換ベンチ設備（ＦＴ合成、エンジニアリング）

計画

実績

2.1.3. ﾍﾞﾝﾁｽｹｰﾙの触媒転換による軽油製造ｼｽﾃﾑを構築し、合成ｶﾞｽ

製造との連結によるﾊﾞｲｵ軽油製造技術開発を行う

計画

実績

開発 運用

開発

開発 運用

実施 運用

実施 運用

実施 運用

検討

開発検討

開発検討

開発検討

運用

運用

開発

開発 適用

開発 適用

開発検討

実施 運用
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活動（案）

活動詳細（案） Japan Thai

Responsible
Organization Achieveme

nts

Issue &
Countermeas

uresⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

年度 1st Year 2nd Year 3rd Year  4th Year 5th Year

Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ ⅡⅢ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2.2.2.実用性向上技術の開発を行う 計画

実績

実績

2.2.1.高活性触媒の開発を行う 計画

実績

成果2.2. ﾊﾞｲｵｶﾞｿﾘﾝ製造技術が開発される 計画

2.2.4. ﾗﾎﾞ・ﾍﾞﾝﾁ試験、分析・試験用試料調製による実用化技術開発を

行う
*触媒化学転換ベンチ設備（ガソリン合成、エンジニアリング）

計画

実績

2.2.3. ﾍﾞﾝﾁｽｹｰﾙの触媒転換によるｶﾞｿﾘﾝ製造ｼｽﾃﾑを構築し、合成ｶﾞｽ

製造との連結によるﾊﾞｲｵｶﾞｿﾘﾝ製造技術開発を行う

計画

実績

2.3.1. 高活性触媒の開発を行う 計画

実績

成果2.3. ﾊﾞｲｵﾒﾀﾉｰﾙ製造技術が開発される 計画

実績

2.3.3. ﾍﾞﾝﾁｽｹｰﾙの触媒転換によるﾒﾀﾉｰﾙ製造ｼｽﾃﾑを構築し、合成ｶﾞ

ｽ製造との連結によるﾊﾞｲｵﾒﾀﾉｰﾙ製造技術開発を行う

計画

実績

2.3.2. 実用性向上技術の開発を行う 計画

実績

成果2.4. ﾊﾞｲｵLPG製造技術が開発される 計画

実績

2.3.4. ﾗﾎﾞ・ﾍﾞﾝﾁ試験、分析・試験用試料調製による実用化技術開発を

行う
*触媒化学転換ベンチ設備（メタノール合成、エンジニアリング）

計画

実績

2.4.2. 実用性向上技術の開発を行う 計画

実績

2.4.1. 高活性触媒の開発を行う 計画

実績

2.4.4. ﾗﾎﾞ・ﾍﾞﾝﾁ試験、分析・試験用試料調製による実用化技術開発を

行う
*触媒化学転換ベンチ設備（ＬＰＧ合成、エンジニアリング）

計画

実績

2.4.3. ﾍﾞﾝﾁｽｹｰﾙの触媒転換によるLPG製造ｼｽﾃﾑを構築し、合成ｶﾞｽ

製造との連結によるﾊﾞｲｵLPG製造技術開発を行う

計画

実績

開発

開発 適用

開発 適用

開発検討

実施 運用

開発

開発 適用

開発 適用

開発検討

実施 運用

開発

開発 適用

開発 適用

開発検討

実施 運用
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活動（案）

活動詳細（案） Japan Thai

3.2.3. 試作試料を用いた利用実証を行う

Responsible
Organization Achieveme

nts

Issue &
Countermeas

uresⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

年度 1st Year 2nd Year 3rd Year  4th Year 5th Year

Ⅲ Ⅳ

Output 3: 利用検証や全体ｼｽﾃﾑ構築に係る取り組みにより社会実装提案がなされる

成果3.1.化石代替燃料等として、バイオ燃料等が利用できることが確認さ

れる

計画

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ ⅡⅢ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

実績

3.1.1. ﾊﾞｲｵ軽油・ﾊﾞｲｵｶﾞｿﾘﾝ・ﾊﾞｲｵLPGの分析と軽油・ｶﾞｿﾘﾝ・LPG規格

に照らした評価を行う

計画

実績

3.1.3. 生成物の利用（組成・品質調整、供給方法）に係る試験・分析や

検討を行う

計画

実績

3.1.2. 試作されたバイオ燃料等の比較優位性（効率・燃費、排ガス特

性）に係る試験・分析を行う

計画

実績

3.2.1.試験運転ﾃﾞｰﾀを用いたﾌﾟﾛｾｽ解析を行う 計画

実績

成果3.2. 各種ﾊﾞｲｵ燃料等の社会実装のためのロードマップがドラフトされ

る

計画

実績

3.2.4. 事業化ｼｽﾃﾑや社会実装法を検討する(ロードマップのドラフト作

成を含む）

計画

実績

3.2.2.試験運転ﾃﾞｰﾀを用いたLCA解析を行う 計画

実績

計画

実績

3.3.1. ﾊﾞｲｵ燃料等の製造試験（合成ｶﾞｽ製造・触媒転換の連結一貫運

転試験）を実施し、ﾏﾆｭｱﾙを作成する

計画

実績

成果3.3. バイオ燃料等の製造・利用に係る人材が育成される 計画

実績

3.3.3. ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ機関研究者に対する、技術指導、研修、セミナー等を

実施する

計画

実績

3.3.2. 触媒転換のﾗﾎﾞ試験設備、合成ガス製造・触媒転換のﾍﾞﾝﾁ試験

設備を整備する

計画

実績

実績

成果3.4. ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによって、開発された技術や得られるﾊﾞｲｵ燃料等の社会

的認知が高められる

計画

実績

実績

3.4. 公開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑや見学会等の情報発信活動を行う 計画

3.5. 社会実装に向けた産学官の関連主体・機関との情報交換や協議

を行い、連携強化を図る

計画

開発検討

開発検討

検討

開発
検討

開発検討

検討

開発検討

開発検討

検討

開発

策定

開発検討

人材育成

実施・策定

設備開発・整備

実施

実施

社会的認知向上

実施
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期間/フェーズ分け
計画

実績

モニタリング計画
年度 1st Year 2nd Year 3rd Year  4th Year 5th Year

Remarks Issue Solution
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

モニタリング計画

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ ⅠⅡ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

詳細PO作成
計画

実績

JCC(合同調整委員会) 計画

実績

日本からの中間レビュー調査
計画

実績

モニタリングシート提出
計画

実績

事後評価
計画

実績

合同レビュー
計画

実績

業務完了報告書
計画

実績

計画

実績

広報

報告会・公開実証
計画

実績

報告書/資料・刊行物

計画

実績
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4. 技術用語注釈 

 

社会実装：  

具体的な研究成果の社会還元。研究の結果得られた新たな知見や技術が、将来製品化され市場に普及

する、あるいは行政サービスに反映されるなどにより、社会や経済に便益をもたらすこと。 

（出典）JST ウェブサイト https://www.jst.go.jp/global/about.html 

 

スーパークリーンバイオ燃料： 

石油由来の燃料は，燃焼時に健康に有害な硫黄酸化物（Sox）等が発生するが、スーパークリーンバ

イオ燃料ではこのような有害物質が発生しない燃料を指す。なお、硫黄分や窒素分が全く含まれてい

ないため、排気ガスにおいても健康に有害な物質が含まれない。 

 

フィッシャー・トロプシュ法（Fischer-Tropsch process：FT 法）: 

フィッシャー・トロプシュ法は、一酸化炭素と水素から触媒反応を用いて液体炭化水素を合成する一

連の過程である。触媒としては鉄やコバルトの化合物が一般的である。この方法の主な目的は、石油

の代替品となる合成油や合成燃料を作り出すことである。「フィッシャー・トロプシュ反応」や「フ

ィッシャー・トロプシュ合成」とも呼ばれる。一酸化炭素と水素の混合物は合成ガスまたはシンガス

（syngas）と呼ばれる。 

 

ベンチ・スケール：  

研究室で作製するものをラボ・スケールとし、工場レベルのものをプラントスケールとするとプラン

トに行くまでの試作スケールのこと。 

 

ライフサイクル・アセスメント（Life Cycle Assessment：LCA）： 

LCA とは、製品やサービスに対する、環境影響評価の手法。 

「環境アセスメント」では、主に大規模開発等による環境への影響を予め評価することを目的とする

が、「ライフサイクル・アセスメント」では、主に個別の商品の製造、輸送、販売、使用、廃棄、再

利用までの、各段階における環境負荷を明らかにし、その改善策をステークホルダーとともに議論し

検討する。また、このような環境負荷の少ない商品の開発や設計については、特に『環境配慮設計』

と呼ばれ、「環境工学」の一分野にもなっている。 

また、代替製品や新製品の環境負荷を、既存の製品と比較し、より環境負荷の少ない製品、サービス

への切り替えを行う意思決定のツールでもある。近年では、カーボンフットプリントなど「環境負荷

の見える化」のための指標を計算するためのツールとしても用いられている。LCA は、1. 目的・評

価範囲の設定  2. インベントリ分析  3. 影響評価  4. 解釈  の 4 つのステージから構成される

（「ISO14040/44」より抜粋）。 

 

BTL＝バイオガスの液化（Biogas to Liquids） 

 

CTL＝石炭の液化（Coal To Liquids） 
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C1 化学（C1-Chemistry）:  

CI 化学とは、合成ガス〔H2（水素）と CO（一酸化炭素）の混合ガス〕やメタン、メタノールといっ

た炭素数が 1 の化合物を原料に用いて、炭素数が「1 」の化合物の相互変換をしたり、炭素数が 2	以

上の化合物を合成したりする技術法であり、バイオマスをはじめとするあらゆる有機資源が原料とし

て利用できる（図）。また、得られる製品は既存の石油系製品と同等の品位・利用特性をもち、既存

インフラ下でそのまま利用できる。触媒を変えることで生産物種類も制御できるなど、技術の汎用性

もきわめて高い。 

C1 化学の原料として用いられる合成ガスやメタンは天然ガスや石炭、オイルシェール、バイオマス

などといった石油以外の炭素資源から作られる（重質油や石油排ガスを原料にする場合もある）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 C1 化学の流れ 

 

そのため、「石油資源の有効利用」という観点から C1 化学は重要な有機合成化学の一体系と考えら

れている。種々の化学原料に変換されたあとは現在の石油化学工業と同様のプロセスを経て、様々な

化学製品となる。 

 

FAME（Fatty Acid Methyl Ester）: 

FAME＝脂肪酸メチルエステル。FAME は油脂にメタノールを加え、アルカリ触媒を用いてエステル

交換することで得られる脂肪酸メチルエステル。合成は低温常圧で実施可能であるが、副原料を使用

するほか副生物としてグリセリンが生成。 

 
GTL＝天然ガスの液化（Gas To Liquids） 

GTL は、天然ガスを一酸化炭素と水素に分解後、分子構造を組み替えて液体燃料などを作る技術。 
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